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資料編  

 

１．統計調査結果 

 

（１）人口推移 

 

① 年齢４区分別人口 

年齢４区分人口をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて「15～64 歳」は減尐しており、

他の年齢区分人口は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 18 歳以下人口 

18 歳以下人口をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて増加しています。また、増加率

については、2.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢４区分人口 

資料：長岡京市 市民課 ※各年４月１日現在 

18 歳以下人口 

※各年４月１日現在 資料：長岡京市 市民課 

（人） 

（人） 
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23,795 23,933 23,947 23,931 23,936
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78,293 79,449 79,74279,11378,638

4,646 4,867 5,049 5,234 5,385

3,232 3,488 3,691 3,928 4,134

3,263 3,465 3,643 3,836 4,003
2,645

2,784
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3,045 3,113

0

5,000
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20,000
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13,786

16,043 16,635
15,305

14,604

 

③ 中学校区別人口 

中学校区別人口をみると、総数では平成 18 年から平成 22 年にかけて増加しています。また、

中学校区別人口での増加率については、「長岡中学校区」が 0.6％、「長岡第二中学校区」が 3.7％、

「長岡第三中学校区」が 0.6％、「長岡第四中学校区」が 3.1％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者について    

 

① 65 歳以上人口 

65 歳以上人口をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて総数及び各中学校区において増

加しています。また、増加率については、「長岡中学校区」が 15.9％、「長岡第二中校区」が 27.9％、

「長岡第三中校区」が 22.7％、「長岡第四中校区」が 17.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校区別人口 

※各年４月１日現在 資料：長岡京市 市民課 

65 歳以上人口 

資料：長岡京市 高齢介護課 ※各年４月１日現在 

（人） 

（人） 
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② 高齢化率 

高齢化率をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて市及び各中学校区において増加してい

ます。また、増加幅については、「長岡中学校区」が 3.0 ポイント、「長岡第二中学校区」が 4.0

ポイント、「長岡第三中学校区」が 3.3 ポイント、「長岡第四中学校区」が 2.7 ポイントとなっ

ています。 

 

 

 全国 京都府 本市 
長岡 

中学校区 

長岡第二

中学校区 

長岡第三

中学校区 

長岡第四

中学校区 

平成 18 年 20.8％ 21.0％ 17.6％ 19.0％ 17.2％ 14.9％ 20.1％ 

平成 19 年 21.5％ 21.7％ 18.6％ 19.8％ 18.7％ 15.9％ 20.5％ 

平成 20 年 22.1％ 22.4％ 19.3％ 20.6％ 19.4％ 16.7％ 19.3％ 

平成 21 年 22.1％ 23.1％ 20.2％ 21.4％ 20.3％ 17.5％ 22.3％ 

平成 22 年 - - 20.9％ 22.0％ 21.2％ 18.2％ 22.8％ 

 

 

 

③ 独居高齢者数 

独居高齢者数をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて総数及び各中学校区において増加

しています。また、増加率については、「長岡中学校区」が 23.6％、「長岡第二中学校区」が 32.7％、

「長岡第三中学校区」が 27.4％、「長岡第四中学校区」が 28.7％となっています。 

 

 

 
本市 

長岡 

中学校区 

長岡第二 

中学校区 

長岡第三 

中学校区 

長岡第四 

中学校区 

平成 18 年 3,085 人 1,184 人 655 人 741 人 505 人 

平成 19 年 3,325 人 1,264 人 718 人 806 人 537 人 

平成 20 年 3,491 人 1,295 人 759 人 851 人 586 人 

平成 21 年 3,710 人 1,367 人 822 人 897 人 624 人 

平成 22 年 3,926 人 1,463 人 869 人 944 人 650 人 

 

 

高齢化率 

※市・中学校区は各年４月１日現在 資料：全国・京都府 高齢社会白書 

市       長岡京市 市民課 

中学校区  長岡京市 高齢介護課 

独居高齢者数 

資料：長岡京市 高齢介護課 ※各年４月１日現在 
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3,581 3,738 3,877 4,041 4,128

421 444 467 492 523295 327 333
397 479

0

2,000

4,000

6,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

身体 療育 精神

4,297

4,930 5,130
4,6774,509

 

（３）子育て家庭について 

 

子育て家庭に関する世帯数をみると、昭和 60 年から平成 17 年にかけて「総数（核家族）」「夫

婦のみ」「ひとり親と子ども」において増加しています。 

 

 

 総数（核家族） 夫婦のみ 夫婦と子ども ひとり親と子ども 

昭和 60 年 16,134 世帯 3,054 世帯 11,839 世帯 1,241 世帯 

平成２年 17,260 世帯 3,788 世帯 11,841 世帯 1,631 世帯 

平成７年 18,473 世帯 4,814 世帯 11,758 世帯 1,901 世帯 

平成 12 年 19,296 世帯 5,906 世帯 11,325 世帯 2,065 世帯 

平成 17 年 19,800 世帯 6,585 世帯 10,937 世帯 2,278 世帯 

 

 

 

（４）障がい者について 

 

 障害者手帳所持者をみると、平成 18 年から平成 22 年にかけて総数及び各手帳所持者数が増加

しています。また、増加率については、「身体」が 15.3％、「療育」が 24.2％、「精神」が 62.4％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者手帳所持者数 

資料：長岡京市 障がい福祉課 ※各年４月１日現在 

子育て家庭に関する世帯数 

資料：国勢調査 ※各年 10 月１日現在 

（人） 
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２．市民アンケート調査結果 

 

【長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査】 

 

● 調査地域  ：長岡京市全域 

● 調査対象者 ：18 歳～64 歳の 1,500 人を無作為抽出 

● 調査期間  ：平成 2１年 12 月 14 日～平成 22 年１月 18 日 

● 調査方法  ：郵送配布・郵送回収 

 

 

配布数 有効回答数 有効回答率 

1,500 557 37.1％ 

 

 

（１） 回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N=557

0.7

24.2

23.3

16.2

23.2

1.4

11.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

19歳以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

不明・無回答

N=557

男性
54.8%

女性
44.2%

その他
0.2%

不明
無回答

0.9%

性別 年齢 
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（２）日常生活の課題 

 

日頃丌安に思っていることについては、「老後の生活や介護に関すること」が 56.7％と最も高く、

次いで「自分や家族の健康に関すること」が 54.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

困った時の相談先については、「家族」が 78.3％と最も高く、次いで「友人」が 40.8％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活の中で日頃不安に思っていること（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

生活する上で困った時の相談先（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 
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暮らしの中で、手助けしてほしいことについては、「特にない」を除くと「災害、犯罪・事敀等

非常時の手助け」が 25.7％と最も多く、次いで「子どもの遊びやスポーツの指導・見守り」が 15.4％

となっています。 

また手助けできることについては、「家の前などの掃除」が 32.7％と最も多く、次いで「安否確

認の声かけ」が 26.6％となっています。 
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〔手助けしてほしいこと〕 N=557

14.4 
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4.3 

10.2 
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〔手助けできること〕 N=557

子どもの遊びやスポーツの指導・見守り 

外出時や緊急時の子どもの預かり 

心配ごとの相談相手や趣味などの話し相手 

安否確認の声かけ 

ごみ出し 

家の前などの掃除 

催しなどの参加の際の付き添いや送迎 

病院などへの通院 

薬の受け取りや買い物などの代行 

災害、犯罪・事故等非常時の手助け 

特にない 

その他 

不明・無回答 

 

暮らしの中で、地域で手助けしてほしいことや地域で手助けできること（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

〔手助けしてほしいこと〕 N=557 〔手助けできること〕 N=557 
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地域住民が取り組むことができる課題や問題については、「防犯など地域の安全を守ること」が

47.8％と最も多く、次いで「災害などの非常時の救助や救援」が 45.4％、「まちの美化活動」が

40.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域との関わりや社会参加などについて 

 

 地域の人との付き合いについては、「あったときにあいさつをする程度」が 43.8％と最も多くな

っています。次いで、「自治会などの活動に参加するぐらい」が 15.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民が取り組むことができる課題や問題点（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

地域の人との付き合いの程度（単数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 
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 地域における人との付き合いや地域との関わりについての考え方については、「隣人との助け合

いや付き合いを大切にしたい」が 44.7％と最も多く、次いで「住民が相互に協力して地域をよく

する活動に参加していきたい」が 20.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

地域における人との付き合いや地域との関わりについての考え方（単数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定 

にかかるアンケート調査 

これまでに地域での活動に参加したこと
（単数回答） 

地域での活動に参加したことがあるかにつ

いては、「現在も活動している」が 18.7％、「過

去に活動したことがある」が 39.0％、「活動

したことはない」が 39.7％となっています。 

「地域福祉」に関してどのような意識をもっ

ているかについては、「地域福祉に関心はある

が、特に何もしていない」が 78.5％と最も多

くなっています。 

「地域福祉」に関しての意識（単数回答） 
＊「現在も活動している」「過去に活動したことがある」の回答者 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定 

にかかるアンケート調査 
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ッ
ト
な
ど

社
会
福
祉
協
議
会
の
窓
口

情
報
が
欲
し
い
が
得
ら
れ
な
い

情
報
を
得
る
必
要
が
な
い

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

N=557

 

（４）日常生活と将来の生活について 

 

 普段から災害時や緊急時などの対応をしているかについて、「している」では「災害時の避難方法

や場所の確認」が 52.8％、「近所への依頼（緊急時の家族への連絡など）」が 13.8％、「消火器や防

災グッズなどの準備」が 33.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康・福祉・医療等に関わる各種情報を得る手段については、「行政の窓口・広報誌等」が 70.9 %

と最も多く、次いで「インターネットなど」が 31.2％、「知人や家族など」が 29.6％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普段から災害時や緊急時などの対応をしているか（単数回答） 

N=557

52.8

13.8

33.8

45.6

83.5

64.1 2.2

2.7

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害時の避難方法や場所の確認 

近所への依頼（緊急時の家族への連絡など）

消火器や防災グッズなどの準備

している していない 不明・無回答

健康・福祉・医療等に関わる各種情報を得る手段（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 
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「災害時要配慮者支援制度」の認知度（単数回答） 

N=557

不明・
無回答

2.5%
わから
ない
3.1%

知らない
76.8%

制度名は
知ってい
たが内容
は知らな

い
11.1%

制度名も
内容も
知って
いる
6.5%

18.9 

40.8 

48.1 47.0 

18.5 
21.4 

11.1 

5.9 

20.1 

1.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

民
生
児
童
委
員

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体

自
治
会

消
防
団

社
会
福
祉
協
議
会

総
合
生
活
支
援
セ
ン
タ
ー

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

（
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
）

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

不
明
・
無
回
答

N=557

 

（５）長岡京市の取組について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時にどのような人が支援者になればよいかについては、「自治会」が 48.1％と最も多く、次

いで「消防団」が 47.0％、「ボランティア団体」が 40.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

災害時にどのような人が支援者になればよいか（複数回答） 

資料：平成 21 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定にかかるアンケート調査 

「災害時要配慮者支援制度」の認知度につい

ては、「制度名も内容も知っている」と「制度

名は知っていたが内容は知らない」を合わせた

『制度名は知っている』は 17.6％となってい

ます。 

一方、「知らない」は 76.8％となっていま

す。 
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0.0

15.0

21.3

22.8

17.1

24.8

17.2

22.5

27.3

24.9

25.6

44.5

72.4

51.0

41.0

31.3

40.2

6.4

10.3

7.0

5.0

4.4

2.5

8.5

7.4

10.9

8.5

16.9

2.6

30.3

11.7

15.4

31.6

25.7

32.5

50.3

59.5

3.4

14.9

0.0

9.7

6.0

6.5

5.3

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,511）

10歳代（N=29）

20歳代（N=195）

30歳代（N=300）

40歳代（N=200）

50歳代（N=249）

60歳代（N=237）

70歳代（N=201）

80歳以上（N=82）

協力しあったり、相談ができるつきあい    立ち話をする程度のつきあい              
あいさつをする程度のつきあい            ほとんどつきあいはない                  
無回答            

普段の隣近所との付き合いの程度（単数回答） 

 

【第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査】 

 

● 調査地域  ：長岡京市全域 

● 調査対象者 ：18 歳以上の 3,000 人を無作為抽出 

● 調査期間  ：平成 2１年８月６日～平成 21 年８月 31 日 

● 調査方法  ：郵送配布・郵送回収 

 

 

配布数 有効回答数 有効回答率 

3,000 1,511 50.4％ 

 

 

（１）地域での付き合いについて 

 

 普段の隣近所との付き合いについて年代別にみると、すべての年代で「あいさつをする程度のつ

きあい」の割合が最も多くなっています。また、20～70 歳代では年齢とともに「協力しあったり、

相談ができるつきあい」の割合が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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地域活動への参加状況（単数回答） 

13.8

27.0

28.5

27.4

20.7

3.9

3.4

6.5

4.0

4.0

2.4

30.6

27.6

26.0

29.7

18.9

13.4

13.6

27.6

13.7

13.5

9.6

15.9

14.6

12.7

20.7

6.0

13.4

16.2

6.9

24.9

23.0

5.1

30.3

20.3

0.5

6.8

2.3

33.8

38.0

41.5

11.0

17.4

8.0

10.0

14.0

14.7

23.1

35.4

13.1

18.1

13.0

11.0

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,511）

10歳代（N=29）

20歳代（N=195）

30歳代（N=300）

40歳代（N=200）

50歳代（N=249）

60歳代（N=237）

70歳代（N=201）

80歳以上（N=82）

参加しており、今後も参加したい          参加しているが、今後は参加したくない    
参加していないが、今後は参加したい      参加しておらず、今後も参加したくない    
地域活動には関心がない                  無回答            

 

（２）地域活動への参加状況、参加意向について 

 

 地域活動への参加状況、参加意向について年代別にみると、40 歳代、70 歳代で「参加しており、

今後も参加したい」の割合が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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参加・関心状況（単数回答） 

〔自治会・町内会の活動〕

7.9

47.5

47.1

38.8

9.5

12.7

8.4

7.0

9.5

47.6

39.7

23.5

22.5

14.3

28.6

33.3

18.5

12.3

9.6

6.3

45.2

43.8

28.6

26.9

14.3

11.0

3.6

14.3 30.9

19.9

25.2

20.2

5.0

2.4

7.6

6.8

8.4

13.9

27.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

〔高齢者・障がい者の福祉活動〕

2.2

5.9

10.8

9.5

11.9

15.6

7.1

61.9

53.2

58.7

57.8

23.8

28.6

27.0

27.4

10.1

5.3

7.1

5.6

54.8

2.4

4.1

7.1

1.8

0.0

9.6

12.3

12.2

10.3 57.4

46.6

33.8

22.9

5.8

7.6

9.6

13.4

21.4

37.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〔子育て支援〕

3.2

9.5

26.2

10.1

9.6

52.4

42.9

54.2

43.3

21.4

33.3

23.8

26.0

20.1

19.3

16.7

4.0

59.5

2.2

2.1

2.2

5.5

2.4

9.9

4.8

11.0

4.3

27.4

0.0

44.8

47.9

31.7

13.0

15.1

4.9

9.6

13.4

25.7

46.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%〔自治会・町内会の活動〕

7.9

47.5

47.1

38.8

9.5

12.7

8.4

7.0

9.5

47.6

39.7

23.5

22.5

14.3

28.6

33.3

18.5

12.3

9.6

2.4

6.3

45.2

14.3

26.9

28.6

43.8

14.3

3.6

11.0

25.2

19.9

30.9

5.0

20.2

0.0

27.3

13.9

8.4

6.8

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

参加している        参加していないが今後参加したい          

参加は未定だが関心はある                関心がない          

無回答            

 

（３）各種地域活動への参加・意向について 

 

 自治会・町内会の活動の参加・関心状況について年代別では、無回答を除くと 10～30 歳代では

「参加は未定だが関心はある」、40 歳以上では「参加している」の割合が最も多くなっています。 

 高齢者・障がい者の福祉活動では、無回答を除くとすべての年代で「参加は未定だが関心はある」

の割合が最も多くなっています。 

 子育て支援では、無回答を除くとすべての年代で「参加は未定だが関心はある」の割合が最も多

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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参加・関心状況（単数回答） 

〔スポーツ・文化活動〕

5.6

15.1

16.6

16.5

33.3

32.5

26.3

19.3

7.1

19.0

35.7

36.9

29.9

19.0

28.6

21.4

21.2

12.8

15.5

4.8

47.6

19.0

9.9

11.9

12.3

27.8

13.7

18.5

25.9

39.0

40.8

14.3

9.4

15.7

0.0

34.5

18.7

8.9

8.9

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

〔ごみ減量・美化活動〕

19.6

21.9

22.3

33.3

20.6

15.6

7.1

47.6

56.3

43.6

32.6

21.4

19.0

11.9

14.4

8.4

4.3

2.4 47.6

6.3

19.9

21.4

11.2

0.0

20.3

14.4

12.9

20.2 50.2

41.8

25.2

11.7

2.2

4.8

6.7

9.6

12.8

20.9

37.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〔秋祭りなど地域の行事〕

4.0

23.8

27.0

9.5

8.6

23.8

47.6

41.3

33.7

23.8

47.6

16.7

23.3

21.8

19.8

14.3

4.8

52.4

15.6

15.5

14.4

16.4

9.5

13.9

4.8

13.7

3.6

20.6

0.0

39.0

35.6

23.7

18.4

12.9

8.1

11.0

11.7

22.5

45.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%〔自治会・町内会の活動〕

7.9

47.5

47.1

38.8

9.5

12.7

8.4

7.0

9.5

47.6

39.7

23.5

22.5

14.3

28.6

33.3

18.5

12.3

9.6

2.4

6.3

45.2

14.3

26.9

28.6

43.8

14.3

3.6

11.0

25.2

19.9

30.9

5.0

20.2

0.0

27.3

13.9

8.4

6.8

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

参加している        参加していないが今後参加したい          

参加は未定だが関心はある                関心がない          

無回答            

 

 スポーツ・文化活動の参加・関心状況について年代別では、無回答を除くと 10 歳代では「参加

していないが今後参加したい」、20 歳以上では「参加は未定だが関心はある」の割合が最も多くな

っています。 

 ごみ減量・美化活動では、無回答を除くとすべての年代で「参加は未定だが関心はある」の割合

が最も多くなっています。また、40 歳以上では「参加している」の割合が２割前後となっていま

す。 

 秋祭りなど地域の行事では、無回答を除くと 10 歳代以外のすべての年代で「参加は未定だが関

心はある」の割合が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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参加・関心状況（単数回答） 

〔交通安全活動、防災・防犯活動〕

11.2

9.6

17.3

4.8

14.3

14.0

18.2

71.4

57.9

49.2

43.9

23.8

23.8

20.6

19.9

11.7

7.5

6.3

54.8

0.8

0.0

4.5

9.5

12.3

4.8

17.0

12.9

16.4

28.8

41.8

50.7

7.1

3.6

19.7

0.0

37.4

20.9

14.0

9.6

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

〔地域おこしなどの活動〕

3.2

7.2

19.0

18.3

12.3

42.9

46.8

49.2

41.7

21.4

38.1

28.6

27.4

21.8

13.4

14.3 57.1

5.6

0.0

6.2

2.4

0.4

0.0

4.8

20.9

11.0

7.2

12.6 47.1

45.9

30.2

32.3

11.5

6.3

7.6

9.6

11.2

20.9

43.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
〔自治会・町内会の活動〕

7.9

47.5

47.1

38.8

9.5

12.7

8.4

7.0

9.5

47.6

39.7

23.5

22.5

14.3

28.6

33.3

18.5

12.3

9.6

2.4

6.3

45.2

14.3

26.9

28.6

43.8

14.3

3.6

11.0

25.2

19.9

30.9

5.0

20.2

0.0

27.3

13.9

8.4

6.8

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

参加している        参加していないが今後参加したい          

参加は未定だが関心はある                関心がない          

無回答            

 

 交通安全活動、防犯・防災活動の参加・関心状況について年代別では、無回答を除くとすべての

年代で「参加は未定だが関心はある」の割合が多くなっていますが、年齢とともにその割合は尐な

くなっています。 

 地域おこしなどの活動では、無回答を除くとすべての年代で「参加は未定だが関心はある」の割

合が多くなっています。また、10～50 歳代では「関心がない」の割合が２割以上となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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「参加したくない」と思われた経験の有無（単数回答） 

23.8

11.6

15.1

28.9

35.7

24.8

9.5

37.7

33.5

12.9

9.5

9.9

9.5

11.0

11.7

4.3

4.8

35.7

47.6

40.4

49.3

46.4

13.7

4.8

10.9

14.3

12.9

2.4

6.6

0.0

10.1

4.0

19.0

6.3

5.4

2.8

2.7

3.6

2.4

14.0

15.1

13.0

11.7

17.1

23.0

19.0

9.9

32.4

13.5

19.1

28.7

18.7

16.7 8.7

13.5

9.6

43.7

27.3

17.5

13.5

11.0

7.3

7.5

5.6

2.7

6.8

6.7

6.4

23.8

2.1
5.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,074）

10歳代（N=21）

20歳代（N=126）

30歳代（N=223）

40歳代（N=146）

50歳代（N=179）

60歳代（N=187）

70歳代（N=139）

80歳以上（N=42）

「参加したくない」と思ったことはない    役員活動をやりたくないから              

近所付き合いが煩わしいから              忙しいから          

興味がないから      その他              

わからない          無回答            

 

（４）地域活動を参加したくない理由について 

 

 地域活動で「参加したくない」と思った経験の有無について年代別にみると、10～50 歳代では

「忙しいから」、60 歳以上では「「参加したくない」と思ったことはない」の割合が最も多くなっ

ています。また、30～50 歳代では「役員活動をやりたくないから」の割合が３割前後となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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特に重要と思う政策（複数回答） 

〔福祉・保健・医療〕

28.4

57.3

34.8

15.5

33.9

55.8

14.7

29.6

36.0

48.0

12.9

33.3

57.3

15.5

23.2

30.3

60.7

11.2

24.5

56.2

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．地域福祉の推進

２．児童の健やかな育成

３．高齢者福祉の推進

４．障がい者（児）の援護

５．生活の安定と自立支援

６．保健・医療の充実

７．保険事業の充実

18～39歳（Ｎ=511） 40～59歳（Ｎ=433） 60歳以上（Ｎ=466）

 

（５）福祉・保健・医療分野で特に重要と思う政策について 

 

 特に重要と思う政策について年代別にみると、18～39 歳では「２．児童の健やかな育成」、40

～59 歳では「６．保健・医療の充実」、60 歳以上では「３．高齢者福祉の推進」の割合が最も多

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：第３次総合計画第３期基本計画策定のための市民アンケート調査 
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３．団体アンケート調査結果 

 

● 調査地域  ：長岡京市全域 

● 調査対象者 ：地域健康福祉に関係する団体から 17 団体を抽出 

● 調査期間  ：平成 22 年６月 15 日～平成 22 年６月 29 日 

● 調査方法  ：郵送配布・郵送回収 

 

 

 配布数 有効回答数 有効回答率 

地域活動団体・ボランティア・ＮＰＯなど 12 11 91.7％ 

社会福祉協議会、民生児童委員協議会など 5 ４ 80.0％ 

合計 17 15 88.2％ 

 

 

（１）地域活動団体・ボランティア・NPO など 

 

【地域活動を行う上で困っていること】 

 自治会や老人クラブへの加入率の低下や役員の担い手丌足が問題です。また、事務所機能をもつ

活動拠点が見つからないという問題や、活動の場にかかる使用料、活動交通費などの資金的な問題

があります。 

 

【地域活動を行う上で困っていることの解決策】 

 自治会や老人クラブなどの地域活動への参加促進のため、広報・啓発活動を行うとともに、団体

内の意見交換や他団体、行政との連携・協力、また、活動内容の見直しにより団体の活性化を図る

必要があります。また、団体の維持運営のため、助成金の増額や施設利用料の減免などの活動支援

が必要です。 

 

【地域活動を担う人材を増やしていくために必要なこと】 

 団体からの情報発信や、行政の広報媒体などによる団体の活動紹介などの広報・啓発活動を行う

必要があります。また、団体どうしの情報交換や協力体制の構築、活動への子どもたちの参加を通

じたその家族や知り合いへの参画機会の提供など、活動内容の充実を図る必要があります。その他、

活動メンバーの高齢化から、40～50 歳などの若い加入者の増加が求められています。 

 

【市民ニーズの把握方法や PR 方法】 

 広報、事業チラシ、回覧、ポスター、ホームページなどのあらゆる情報媒体を活用して、活動の

PR や情報提供を行っています。また、市民との交流などを通じて市民ニーズの把握や対応の検討

を行っています。 
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【地域活動を活性化するために必要なこと】 

 広報などの情報媒体を用いて、地域活動への意識を啓発する必要があります。また、幼尐時から

の福祉の心を養う福祉教育の充実が必要です。また、自治会活動の活性化や、自治会の枠では解決

できない課題解決に向け、小学校単位で地域コミュニティ活動を全市で活性化する取組を行う必要

があります。 

 

【今後、本市の地域健康福祉のあり方について】 

 行政主導の健康福祉活動には限界があることから、地域の住民どうしの見守り体制を充実させ、

隣近所の助けあいの体制づくりが望まれます。また、地域活動を担う人材の育成、配置が必要にな

ります。さらに、地域の生活課題に対する相談窓口の周知も必要になります。行政としては、広報

による情報提供以外にも、積極的に自治会と関わりあいをもつことが求められます。 

 

（２）社会福祉協議会、民生児童委員協議会など 

 

【他の機関との連携・協働関係を築く際に問題となること】 

 個人情報保護の関係上、情報共有できないこともあります。また、他の機関の立場を尊重すると

ともに、お互いの責任の役割分担を明らかにしながら協働していくことが必要です。さらに、それ

ぞれの団体がどのような活動を行っているのか分からないこともあるため、それぞれが行っている

活動内容の周知が必要です。 

 

【団体や活動内容を市民に知ってもらうために必要なこと】 

 広報や自治会を通じた市民への広報活動を行うとともに、各種行事への参加や行政主催の住民懇

談会などへ積極的に参加してもらう必要があります。 

 

【市民ニーズの把握方法や PR 方法】 

 広報、事業チラシ、回覧、ポスター、ホームページなどのあらゆる情報媒体を活用して活動の

PR や情報提供を行っています。また、会員が働いている診療所や病院から市民の声を聞くことや、

団体や行政との話し合いを通じて市民ニーズの把握を行っています。その他、行政が実施する市民

意識アンケートを活用します。 

 

【活動の質の向上に向けた取組】 

 勉強会や各種研修会を実施し、活動の質の向上をめざしています。また、他の団体と交流を定期

的に行い、地区全体の質の向上に努めています。 
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【今後新たに取り組みたいテーマ】 

 薬の正しい使い方や食を通じた健康管理についての情報提供や啓発活動を行います。また、高齢

者が在宅でできる限り暮らしていけるよう、行政、介護・看護を担う各主体が協力して地域活動を

行います。 

 

【活動をすすめる上で、行政に期待・要望されること】 

 行政が団体に積極的に関わっていくことによって、コミュニケーションを図る必要があります。

地域健康福祉に対して、国の方針に沿って事業を行うのではなく、より良い独自のプランを策定し

協働で実施していく必要があります。 
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４．住民懇談会（ワークショップ）結果 

 

（１）住民懇談会（ワークショップ）の概要 

 

 

第一回目 

中学校区 日時 場所 参加者数 

長岡中学校区 ６月 23 日（水） 中央公民館 ２階 講座室 11 名 

長岡第二中学校区 ６月 22 日（火） 今里自治会館 会議室 18 名 

長岡第三中学校区 ６月 28 日（月） きりしま苑 ３階 大会議室 18 名 

長岡第四中学校区 ６月 29 日（火） 多世代交流センター 学習室３ 12 名 

 合計：59 名 

第二回目 

中学校区 日時 場所 参加者数 

４中学校区合同 ７月 29 日（木） バンビオ１号館 ６階 創作室１ 

長岡中学校区：７名 

長岡第二中学校区：14 名 

長岡第三中学校区：15 名 

長岡第四中学校区：10 名 

 合計：46 名 

 

 

第一回目 

中学校区 性別 年齢 

長岡中学校区 男性：６人 女性：５人 60 歳以上：11 人 

長岡第二中学校区 男性：７人 女性：11 人 40 歳代：１人 60 歳以上：15 人 丌明：２人 

長岡第三中学校区 
男性：10 人 女性：８人 

40 歳代：２人 50 歳代：１人 

60 歳以上：10 人 丌明：５人 

長岡第四中学校区 男性：８人 女性：４人 60 歳以上：11 人 丌明：１人 

第二回目 

中学校区 性別 年齢 

長岡中学校区 男性：３人 女性：４人 60 歳以上：７人 

長岡第二中学校区 男性：７人 女性：７人 60 歳以上：12 人 丌明：２人 

長岡第三中学校区 
男性：８人 女性：７人 

40 歳代：１人 50 歳代：１人 

60 歳以上：10 人 丌明：３人 

長岡第四中学校区 男性：５人 女性：５人 60 歳以上：９人 丌明：１人 

開催日時、参加者数など 

参加者数の属性 
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（２）住民懇談会（ワークショップ）の結果 

 

長岡中学校区では、２グループともに、自治会への加入状況や自治会のあり方などを懸念する意

見が出されました。グループ１では、「高齢者が出かけられる環境づくり」を課題テーマとし、そ

のための解決策として、住民の地域活動への参加意識の向上や住民どうしが集える機会や場づくり

などの意見が出されました。また、行政に対しても高齢者の交通安全のために道路整備などの環境

整備に関する意見が出されました。グループ２では、「地域での人のつながりづくり」を課題テー

マとし、そのための解決策として、あいさつや声かけによる住民のつながりづくりから、地域活動

を行える拠点づくりなどの意見が出されました。また、行政に対しても福祉の心を醸成するための

社会教育を充実させるという意見が出されました。 

 

長岡中学校区 

 グループ１ 

 課題 高齢者の閉じこもり防止として、高齢者が出かけられる環境づくりが必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

高齢者の知識・経験

を活かした地域活動

の参加など、「気持

ち」「心がけ」を発信

する。 

身近に集える場づく

りなどの、高齢者や

地域住民が集えるき

っかけづくりや場所

づくりを行う。 

高齢者が自治会へ積

極的に参加するなど

の、自治会の活性化

を図る。 

交通安全のための道

路整備や高齢者が子

どもと集えるような

公園をつくる。 

将来像 安心、安全、健康、文化知識、生きがいの向上をめざしたまちづくり。 

 

役
割
分
担 
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・
互
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・
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・
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助
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つ
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い
助
け
あ
え
る
地
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づ
く
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に
つ
い
て
一
緒
に
考
え
ま
せ
ん
か 

 

住民懇談会テーマ 第１回住民懇談会 第２回住民懇談会 

実施プログラム 
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 グループ２ 

 
課題 

子育て支援、独居高齢者の見守りなどの様々な問題に対して地域で助けあうには、地域で

の人のつながりづくりが必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

あいさつや声かけなどの、思いやりをも

つ。 

地域行事の充実、活動の

拠点づくり、広報活動の

強化などの、地域活動の

活性化を図る。 

学校での思いやり教

育などの、社会教育

を充実させる。 

将来像 思いやりと互助精神をもった地域づくり。 
 

長岡第二中学校区では、３グループともに、地域での地域活動の活性化が必要という意見が出さ

れました。グループ１では、「自治会を通じた住民活動の活性化」を課題テーマとし、そのための

解決策として、住民どうしのコミュニケーションを活性化することや、自治会においては役員のル

ールづくりや自治会活動によるメリットづくりなどの自治会運営の見直しを図るという意見が出

されました。また、行政に対しても自治会に積極的に関わり、指導を行うという意見が出されまし

た。グループ２では、「住民の積極的な地域活動への参加」を課題テーマとし、そのための解決策

として、住民どうしの積極的なコミュニケーションを図ることや、それを通じて自治会や地域活動

への参加を呼びかけるという意見が出されました。また、行政に対しても住民に自治会への参加の

呼びかけや宣伝活動などの自治会加入促進を図るという意見が出されました。グループ３では、グ

ループ１と同様の「自治会を通じた住民活動の活性化」を課題テーマとし、そのための解決策とし

て、声かけやインターネットを通じた情報収集・共有を行うことや、地域イベントを活かした多世

代交流を図るという意見が出されました。また、行政に対しても自治会への入会を勧めるという意

見が出されました。 
 

長岡第二中学校区 

 グループ１ 

 
課題 

地域の助けあいの仕組みをつくるためには、地域で活動している団体を活かすことが

求められ、その代表として自治会を通じた住民活動の活性化が必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

子どもを中心に考え

る。日々の暮らしに

ゆとりをもたせるこ

とによって、地域活

動に参加しやすくす

る。住民どうしのコ

ミュニケーションを

図る。 

高齢者の経験や知識

を伝承する。自治会

役員のルールをつく

る。自治会活動を啓

蒙する。 

自治会館を自由に活

用できるように、利

用方法を検討する。

自治会活動によるメ

リットづくりなど、

自治会運営の見直し

を図る。 

行政が自治会活動に

積極的に関わるとと

もに、アドバイスを

行う。 

将来像 世代を超えたパワーのある自治会づくり。 
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 グループ２ 

 
課題 

様々な立場や環境にある住民すべてが交流し、支えあい地域社会を盛り上げていく住

民自治が求められ、住民の積極的な地域活動への参加が必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

住民に積極的に話し

かけるなど、人との

つながりをもつ。 

元気な高齢者の力を

活用する。積極的な

声かけを行う。 

隣近所で懇談会を行

うなどの、人と人と

の対話を通じてコミ

ュニケーションを図

る。新規メンバーの

加入など、自治会活

動の活性化を行う。 

モデル自治会事業の

拡充を図る。行政の

呼びかけやパンフレ

ッ ト の 内 容 検 討 な

ど、自治会の加入促

進を図る。 

将来像 行政と自治会との協働によるまちづくり。 

グループ３ 

 
課題 

地域の助けあいの仕組みをつくるためには、地域で活動している団体を活かすことが

求められ、その代表として自治会を通じた住民活動の活性化が必要である。 

 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

 二代目、三代目を出

す。家族が協力する。 

声かけやインターネット

を通じた情報収集・共有を

行う。 

イ ベ ン ト な ど

を開催し、子ど

も を 呼 ぶ こ と

によって、保護

者を集め、多世

代交流を図る。 

小学校・中学校の情

報をもらう。行政が

自治会への入会を勧

める。 

 将来像 行事へ全員が参加してもらうことにより、自治会に目を向けてもらおう。 

 

長岡第三中学校区では、３グループともに、高齢者に関する課題が多く出されました。中でも、

特に地域コミュニティの形成が必要という意見が出されました。グループ１では、「多世代との交

流促進」を課題テーマとし、そのための解決策として、あいさつ運動、ラジオ体操や街頭清掃など

の住民がふれあえる機会づくりなどの意見が出されました。また、行政に対しても福祉会館をつく

るなどの住民が集える場の整備に対する意見が出されました。グループ２では、「自治会の活性化」

を課題テーマとし、そのための解決策として、防災活動などの地域の安全策を通じた自治会活動の

活性化やサロンを活用して交流機会をつくるという意見が出されました。また、行政に対しても自

治会に関する情報提供を行うという意見が出されました。グループ３では、「自治会の体制強化」

を課題テーマとし、そのための解決策として、住民においては隣近所のつながりづくりや住民が集

えるイベントや場づくりなどの意見が出されました。団体においては、慣例化している自治会行事

の洗い出しなど、自治会活動の仕分けなどの意見が出されました。また、行政に対しても個人情報

保護の問題から高齢者の見守りを行いにくいという現状があるため、個人情報の緩和をするという

意見が出されました。 
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長岡第三中学校区 

 グループ１ 

 
課題 

地域で高齢者や子ども・親とのふれあいや関わり方の検討、多世代との交流促進が必

要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

あ い さ つ 運 動 を 行

う。見守り隊を行う。 

ラジオ体操や街頭清掃を行う。おしゃべり会や

すくすく教室などのみんなが気軽に集える機

会・場所をつくる。学校を開放し地域住民が集

える場所にする。 

福 祉会 館 を つく

るなど、地域住民

が 交流 で き る環

境整備を行う。 

将来像 地域コミュニティの活性化による交流のまちづくり。 

グループ２ 

 
課題 

子育ち・親育ちに関する対応のために地域の活動団体が率先的に解決に向けた活動を

行っていくことが求められ、自治会の活性化が必要。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

防災活動を通じて防災意識の醸成や女性の

消火器使用訓練などの、地域の安全策を推進

する。 

自治会の中にサロン

を設けることや多世

代交流のイベントを

自治会で行い、交流

を 深 め る 場 を 設 け

る。 

自治会やそこでの活

動を広報する。独居

高齢者への援助の強

化やハッピーバスの

運行など高齢者にや

さ し い ま ち を つ く

る。 

将来像 だれでも協力し、安全・安心で明るくいきいきとしたまちづくり。 

グループ３ 

 
課題 

地域社会を成り立たせるために自治会の役割が非常に大切であると位置づけており、

自治会の体制強化が必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

独居高齢者の見守りや隣近所の

緊急時の連絡先を知らせ合うな

どの、向う三軒両隣の関係を築

く。 

簡単なみんながで

きるサークルや顔

がみえる集まりな

どにより、心に残

るイベントをつく

る。 

慣例化している自

治会行事の洗い出

しや自治会役員選

出方法の検討など

の、自治会活動を

仕分けする。 

自 治 会 に も

高 齢 者 の 情

報 を 提 示 す

るなど、個人

情 報 を 緩 和

する。 

将来像 小さな和から大きな輪へ。 
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長岡第四中学校区では、２グループともに地域のつながりが希薄になり、そのつながりをどのよ

うにつくっていくかという意見が出されました。グループ１では、「地域のつながり強化」を課題

テーマとし、そのための解決策として、サロン活動や健康教室などの「ふれまち活動」を推進する

ことや住民と団体との情報共有などの意見が出されました。また、行政に対しても助成金制度を設

けるなどの地域活動団体への支援などの意見がありました。グループ２では、「多世代の交流」を

課題テーマとし、そのための解決策として、住民への声かけによる地域活動の参加促進や住民主導

の地域活動の企画立案などの意見が出されました。また、補助金による地域活動団体への支援など

の意見が出されました。 

 

長岡第四中学校区 

 グループ１ 

 
課題 

隣近所のつながりの希薄化や高齢者の見守りなどへの対応が求められ、地域のつな

がりの強化が必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

サロン活動や健康体操教室などの、「ふれま

ち活動」を推進する。 

住民と団体との情報

共有を活発にするた

めに、３ヶ月に１回

団 体 ニ ュ ー ス を 出

す。 

地域活動団体への助

成金制度を設ける。 

将来像 「ふれまち」～横のつながりがある地域づくり～。 

グループ２ 

 
課題 

地域での支えあい・助けあいには世代間を超えたつながりによる対応が求められ、多

世代の交流が必要である。 

解決策 

自助 互助 共助 公助 

住民への声かけや地

域活動への誘いかけ

を行う。 

個人の特技や趣味を

知り活かすことや若

い世代の地域活動へ

の参加促進を図るな

どの、地域活動の企

画立案を推進する。 

高齢者と若い世代が

もっと行事に参加で

きるように、共通の

課 題 を 設 け る な ど

の、実行性をもった

イ ベ ン ト を 開 催 す

る。 

自治会への加入を促

進させることや補助

金の助成などの、行

政が適切で強い協力

を行う。 

将来像 ふれあい実現のまちづくり。 
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〔現在、行っている活動〕 N=10

6
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6
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0

1
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4

0246810

高齢者や障がい者の雇用

福祉施設への支援、慰問

地域活動（美化活動・緑化活動・イベント協力等）

所有施設の地域への開放

ボランティア、NPOなどへの支援

寄付活動

社員の社会活動への支援（休暇制度など）

特にない

その他

不明・無回答

（件）

〔今後、行おうと考えている活動〕 N=10
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3

0

5

1

0 2 4 6 8 10

（件）

５．企業アンケート調査結果 

 

● 調査地域  ：長岡京市全域 

● 調査対象者 ：長岡京市に関わる企業から 25 社を抽出 

● 調査期間  ：平成 22 年 11 月 25 日～平成 22 年 11 月 29 日 

● 調査方法  ：郵送配布・郵送回収 

 

 

配布数 有効回答数 有効回答率 

25 10 40.0％ 

 

 

（１）地域福祉活動の取組について 

 

現在、地域福祉活動のために企業として行っている活動については、「地域活動（美化活動・緑

化活動・イベント協力等）」が９件、「高齢者や障がい者の雇用」「寄付活動」がそれぞれ６件とな

っています。また、今後行おうと考えている活動については「特にない」が３件、「地域活動（美

化活動・緑化活動・イベント協力等）」が２件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、地域福祉活動のために企業として行っている活動、また、今後行おうと考えている活動（複数回答） 

資料：平成 22 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定のための企業アンケート調査 

高齢者や障がい者の雇用  
福祉施設への支援、慰問 

 

地域活動（美化活動・緑化活動・イベント協力等） 
 

所有施設の地域への開放  

ボランティア、NPO などへの支援  

寄付活動 
 

社員の社会活動への支援（休暇制度など）  
特にない 

 

その他 

不明・無回答 
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N=10
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（２）地域福祉活動の課題について 

 

地域福祉活動の課題や問題点については、「事敀や補償の問題がある」「所有施設の余裕がない」

「人的余裕がない」がそれぞれ４件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域の中での企業の役割について 

 

地域の中での企業の役割については、「企業周辺の環境整備（美化・緑化運動など）」が９件、「地

域行事への積極的な参加・支援する」が７件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域活動を行うにあたっての課題や問題点（複数回答） 

地域の中での企業の役割は何だと思うか（複数回答） 

資料：平成 22 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定のための企業アンケート調査 

資料：平成 22 年度 長岡京市地域健康福祉計画策定のための企業アンケート調査 
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６．長岡京市地域健康福祉（後期）計画 策定経過 

 

 

日程 会議名称 内容 

平成 21年 

11月 24日（火） 

◇平成 21年度 

第１回地域健康福祉推進委員会 

・各部会の開催状況及び各個別計画の見直し

の進行状況について 

・長岡京市地域健康福祉（後期）計画の策定

について 

平成 22年 

２月 20日（土） 
★第七小学校区住民懇談会（モデル） 

・支え合い、助け合える地域づくりに向けた、

課題と解決策の検討 

平成 22年 

６月 23日（水） 

６月 22日（火） 

６月 28日（月） 

６月 29日（火） 

☆第１回住民懇談会 

  長岡中学校区 

  長岡第二中学校区 

  長岡第三中学校区 

  長岡第四中学校区 

・支え合い、助け合える地域づくりに向けた、

課題の検討 

平成 22年 

７月 29日（木） 

☆第２回住民懇談会 

  ４中学校区合同 

・支え合い、助け合える地域づくりに向けた、

解決策の検討 

平成 22年 

９月 24日（金） 

◇平成 22年度 

第１回地域健康福祉推進委員会 

・推進委員の紹介 

・長岡京市地域健康福祉計画の概要について 

・市民アンケート調査・団体アンケート調査・

住民懇談会の報告 

・長岡京市地域健康福祉（後期）計画【骨子

案】について 

平成 22年 

11月 18日（金） 
◇第２回地域健康福祉推進委員会 

・長岡京市地域健康福祉（後期）計画【素案】

について 

平成 23年 

２月９日（水） 
◇第３回地域健康福祉推進委員会 

・長岡京市地域健康福祉（後期）計画【案】

について 

 

 

 

◇推進委員会  ☆住民懇談会 ★住民懇談会（モデル） 
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７．長岡京市地域健康福祉推進委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 長岡京市における健康福祉に関する課題を明らかにし、課題解決の方向性や取り組み等につい

て、市民の参加を得ながら協働して総合的に推進するため、長岡京市地域健康福祉推進委員会（以下

「推進委員会」という。）を設置する。 

 （協議事項） 

第２条 推進委員会は、次の各号に掲げる事項を協議する。 

 （１） 健康福祉分野にかかる行政施策の実施に関すること。 

 （２） 保健・医療・福祉全般にかかる取り組みに関すること。 

 （３） 福祉関係分野の総合的な推進方策に関すること。 

 （４） 地域福祉の推進を図るための調査研究に関すること。 

 （５） その他、市民の健康や福祉の充実に必要な事項に関すること。 

（委員） 

第３条 推進委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 推進委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 関係機関及び各種関係団体の構成員 

（３） 第５条第１項に定める部会の部会長 

（４） 第５条第１項に定める部会から推薦された者 

（５） 第５条第１項に定める部会において公募により委嘱された者のうち、部会から推薦された者 

３ 委員の任期は３年とする。ただし、欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

（委員長及び副委員長の職務等） 

第４条 推進委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の中から互選する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（部会） 

第５条 推進委員会に、次の各号に掲げる部会を置き、次の協議事項を処理することができる。 

（１） 健康づくり部会 

 （２） 児童福祉部会 

 （３） 障がい福祉部会 

 （４） 高齢福祉部会 

２ 前項各号に属すべき部会員は、次に掲げる者のうちから、各部会の協議事項に応じて市長が委嘱す

る。 

（１） 学識経験者 
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（２） 保健福祉サービスの利用者 

（３） 保健福祉サービスの提供者 

（４） 関係機関及び各種関係団体の構成員 

（５） 市民公募による者 

（６） その他市長が必要と認めた者 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する部会員の互選により選任する。 

４ 部会長は、部会を代表し、会務を総括する。 

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する部会員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、

その職務を代理する。 

６ 推進委員会は、部会の協議をもって推進委員会の処理とすることができる。 

（部会の協議事項） 

第６条 前条に規定する部会の協議事項は、次のとおりとする。 

健康づくり部会 

（１） 市民の健康づくり施策の推進に関すること。 

（２） 保健計画の推進及び進行管理に関すること。 

（３） 市民の健康づくりの推進を図るための調査研究に関すること。 

（４） その他、地域の健康づくり推進に必要な事項に関すること。 

児童福祉部会 

（１） 子育て支援施策の推進に関すること。 

（２） 地域行動計画の推進及び進行管理に関すること。 

（３） 子育て支援施策の推進を図るための調査研究に関すること。 

（４） その他、児童福祉施策に必要な事項に関すること。 

障がい福祉部会 

（１） 障がい福祉施策の推進に関すること。 

（２） 障がい者（児）福祉基本計画の推進及び進行管理に関すること。 

（３） 障がい者福祉の推進を図るための調査研究に関すること。 

（４） その他、障がい者福祉施策に必要な事項に関すること。 

高齢福祉部会 

（１） 高齢者福祉施策の推進に関すること。 

（２） 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の推進並びに進行管理に関すること。 

（３） 高齢者福祉及び介護保険事業の推進を図るための調査研究に関すること。 

（４） その他、高齢者対策に必要な事項に関すること。 

（庶務） 

第７条 推進委員会の庶務は、健康福祉部社会福祉課において総括し、及び処理する。ただし、次の各

号に掲げる部会にかかるものについては、それぞれ当該各号に定める課において処理する。 

 （１） 健康づくり部会 健康福祉部健康推進課 

 （２） 児童福祉部会 健康福祉部こども福祉課 

 （３） 障がい福祉部会 健康福祉部障がい福祉課 

 （４） 高齢福祉部会 健康福祉部高齢介護課 
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（会議） 

第８条 推進委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 推進委員会の会議には、必要に応じて委員以外のものを出席させ、意見等を求めることができる。 

３ 前２項の規定は、部会の会議に準用する。この場合において「委員長」とあるのは「部会長」と、

「委員」とあるのは「部会員」と読み替えるものとする。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、平成１３年５月７日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 第５条、第６条、第７条及び第８条第３項の改正規定は、長岡京市健康づくり推進協議会設置要綱、

長岡京市児童育成推進協議会設置要綱、長岡京市障害者（児）福祉基本計画推進委員会設置要綱及び

長岡京市高齢者対策推進会議設置要綱の廃止時から適用する。 

３ この要綱の施行後最初に選任される委員及び部会員の任期は、第３条第３項の規定に関わらず、平

成１６年３月３１日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成２０年１月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２１年７月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年８月１６日から施行する。 
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８．長岡京市地域健康福祉推進委員会 委員名簿 

 

平成 21年 11月 24日～平成 23年３月 31日 

  氏    名 選出区分 所属部会 備考 

委員長 安藤 和彦 
部会長 

学識経験者 
児童福祉部会 京都文教短期大学 

副委員長 内藤 雅子 部会長 高齢福祉部会 長岡京市在宅介護支援センター 

  里村 一成 
部会長 

学識経験者 
健康づくり部会 京都大学 

  
武田 康晴 

（故  浅野 仁） 

部会長 

学識経験者 
障がい福祉部会 

華頂短期大学 

（乙訓障害者支援事業所連絡協議会） 

  渡辺 克子 部会推薦 児童福祉部会 校長会 

  鵜野 雅子 部会推薦 高齢福祉部会 長岡京市地域包括支援センター 

  水島 啓子 部会推薦 健康づくり部会 財団法人 長岡京市体育協会 

  
水黒 知行 

（馬本 郁男） 
関係団体   社団法人 乙訓医師会 

  
藤田 欢也 

（小川 史顕） 
関係団体   京都府乙訓保健所 

  山下 敏夫 関係団体   
社会福祉法人  

長岡京市社会福祉協議会 

  
中野 憲司 

（岩田 正晴） 
関係団体   長岡京市自治会長会 

  鯰江 幸子 
部会推薦兼 

公募委員 
障がい福祉部会 市民公募 

  冨岡 友美 公募委員 児童福祉部会 市民公募 

  （青戸 享子） 部会推薦 障がい福祉部会 地域活動支援センター「アンサンブル」 

  （山田 猛） 部会推薦 障がい福祉部会 長岡京市身体障がい者団体連合会 

※カッコ（ ）内は前任の委員 
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長岡京市地域健康福祉（後期）計画 
平成 23（2011）年 ３月発行 

長岡京市 健康福祉部 社会福祉課 

〒617-8501 京都府長岡京市開田１丁目１番１号 

TEL（075）955-9517（代） FAX（075）951-7739 


